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記号一覧

以下に本論文において用いられる用語と記号の対応表を示す．

用語 記号
LiNGAMにおける i番目の観測変数 xi

LiNGAMにおける j番目の観測変数から i番目の観測変数へのパス係数 bij
LiNGAMにおける i番目の観測変数に対する誤差（非観測変数） ei
主問題における各入力に対する重み vT

主問題における各出力に対する重み uT

主問題における対象DMUの評価値 z

CCRモデルにおけるDMUoの入力 xo

CCRモデルにおけるDMUoの出力 yo
CCRモデルにおけるDMUの入力 X

CCRモデルにおけるDMUの出力 Y

双対問題における対象DMUの評価値 w

入力指向モデルにおける対象DMUの評価値 θ

入力指向モデルにおける各DMUに対する重み λ

出力指向モデルにおける対象DMUの評価値 η

出力指向モデルにおける各DMUに対する重み µ

入力指向モデルにおける対象DMUの i番目の入力に対する改善案 x̂i

入力指向モデルにおける参照集合内の k番目のDMUの i番目の入力 xik

入力指向モデルにおける参照集合内の k番目のDMUに対する重み λ

出力指向モデルにおける対象DMUの j番目の出力に対する改善案 ŷj
出力指向モデルにおける参照集合内の k番目のDMUの j番目の出力 yj
出力指向モデルにおける参照集合内の k番目のDMUに対する重み µ

提案手法における d番目の市区町村の i番目の入力 xid

提案手法における d番目の市区町村の i番目の出力 yid
提案手法における d番目の市区町村に対する重み λd

robust Z − scoreにおける正規化後の値 ι

robust Z − scoreを用いて正規化するデータ集合内の値 x

robust Z − scoreを用いて正規化するデータ集合 X

robust Z − scoreを用いて正規化するデータ集合の中央値 median(x)

robust Z − scoreを用いて正規化するデータ集合の正規四分位範囲 NIQR

0～1変換の結果の値 ι′

0～1変換を行うデータ集合内の値の最大値 max|ι|

　

iv



第1章

はじめに

§ 1.1 本研究の背景
近年，コロナウィルスの影響やグローバル化，インターネット技術やAI，IoT等のデジ
タル技術の進展，顧客のニーズの多様化や社会環境などの急速な変化など，さまざまな要
素が絡みあうことにより，将来を予測することが難しくなっている．急激な変化と不確実
性が高まる社会に対応するためには，企業が保持しているコア技術を強化して差別化を行
い，優位性を確立することが重要である．また多角的な視点から経営戦略を策定すること
が不可欠である [25]

特許庁の調査によれば，IPランドスケープが必要であると回答した者は約 8割であった
のに対し，IPランドスケープを十分に実施できていると回答したものは約 1割であった [?]．
現在，必要性は理解しているがまだ実施に至っている企業が少ないという状態である．

§ 1.2 本研究の目的
1.1節で取り上げた政策決定における対象となる問題には原因となる事柄が一対一ではな
く複数個存在し，なおかつそれらが複雑に影響しあっているため，それらを正しく見通す
ことが困難であるという課題を解決するためには関連性が示唆される単一項目のみのデー
タを別々に見るのではなく，一見関係のない項目も含めたより広い範囲のデータを統合的
に考慮することが重要であると考える．
しかし，上記のような作業を人力のみで行うのは非常に困難であり，その他にも多くの
業務を抱える地方自治体のような組織では現実的ではない．そこで，これらの作業を ICT

技術やデータ分析手法を用いて適切に処理することは政策における物事の難解さの解決と
効率的な意思決定の支援に効果的であり，EBPMを取り入れる上での負担を軽減しうるも
のと考えた．
本研究では，政策決定における対象の複雑性という課題に対して，政府や地方自治体が
収集し，一般に提供するという形でサイバー空間上に存在する多種多様なオープンデータ
を用いていくつかのデータ分析を行うことでその解決を支援する手法を提案する．本研究
の提案手法では，はじめにサイバー空間上に存在するオープンデータから項目の分類を問
わず複数のデータを集める．
そのうえで，政策の対象としたい事柄に関するデータを基準として線形非ガウス非巡回
モデル（Linear non-Gaussian acyclic model: LiNGAM）を用いた因果探索 [4]を行い，政
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策対象のデータと因果関係があるデータを抽出する．
また，抽出されたデータと政策対象のデータとの間の成り立つ因果関係の方向に着目し
て抽出されたデータを行政機関における活動の入力・出力に振り分けることでそれらを用
いて包絡分析法（Data Envelopment Analysis: DEA）[5]による分析を行い，行政機関にお
ける活動の評価値および入力・出力の改善値を算出する．
加えて，これらの結果を地理情報システム（Geographic Information System: GIS）[?,国
土]よって可視化し，DEAによる分析に用いたデータの中で地理的な特徴を持つデータと
同一プラットフォーム上で視覚的な重ね合わせを可能にすることで行政が新たな政策に対
する知見を得ることを支援するアプリケーションの開発を行う．
本論文では，まず，政策決定において ICT技術やデータマイニングが効果的に用いられ
た例，地方自治体を中心に取り入れられているGISを用いた政策決定の例，GISを用いて
データフュージョンが行われた例などを挙げることで本研究の意義を示す．
次に，前節で挙げた課題を解決するためのオープンデータに対して因果探索やDEAを用
いたデータ分析を適用する手法およびGISを用いた効果的な結果の提示手法，データの重
ね合わせに関する手法を提案する．
最後に，地方自治体における政策決定について仮想的な問題を設定することで提案手法
のデータ分析における各段階の結果（因果探索で導かれたデータ間の因果関係，DEAにお
ける評価値，入力・出力の改善案の試算）を個別で示し，それらをもとにGISによる結果
の可視化とデータの重ね合わせを行う．また，それらをもとに本研究の有効性および今後
の展望について言及する．

§ 1.3 本論文の概要
本論文は次のように構成される．
第 1章 本研究の背景と目的について説明する．背景では，EBPMの重要性と地方自治体に

おけるEBPM導入の困難さについて述べる．目的は背景で挙げた課題に対して，ICT

とデータ分析手法を用いて解決するアプローチについて提案することを述べる．
第 2章 EBPMに対する内閣府の取り組みについてまとめ，EBPMと ICTの関係性につい

て述べる．また，地域的な政策決定とデータの重ね合わせの二つを取り上げて，本研
究におけるGISの重要性について述べる．

第 3章 本研究の提案手法に用いるデータ分析手法の理論について解説する．また，提案手
法のシステム部分に用いるWeb-GISの作成方法を述べる．

第 4章 提案手法中のシステムのプログラムとそれらに用いるデータベースの作成方法を理
論の区切りごとに説明する．その後，それらのプログラム間における関係性について
データの送受信などを示しながら説明することで本研究の提案手法全体の流れについ
て述べる．

第 5章 地方自治体における政策決定について仮想的なケースを 1つ取り上げてその問題に
対して本研究の提案手法を適用することで提案手法における各分析の結果を示し，そ
こから得られる知見について考察することで本研究の有効性を示す．
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第 6章 本論文における前章までの内容をまとめつつ，本研究で実現できたことと今後の展
望について述べる．
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第2章

知的財産戦略と特許情報

§ 2.1 知的財産戦略
知的財産戦略とは企業が保有する知的財産を経営戦略の一環として取り入れ，企業の競
争力を高め，事業目標を達成することを目的とする戦略である．知的財産には，特許，商
標，意匠，著作権，ノウハウなど，さまざまな種類があり，これらの知的財産をどのよう
に活用すれば，企業の価値を最大化できるのかを考えることが重要である [26]．
知的財産戦略は，経営戦略と密接に関係しており，企業全体の戦略において各部門や機
能の方向性を決定する重要な役割を果たしている．日本において，知的財産戦略は特許な
どの知的財産（Intellectual Property：IP）と景観や風景を意味する「Landscape」を組み
合わせた造語で「IPランドスケープ」と呼ばれることが多い．
知的財産戦略の目的は，以下の 3つにまとめることができる．

企業の競争力を高める
知的財産は，企業の競争力を高める上で重要な役割を果たす．具体的には，競合他社
との差別化，新製品・サービスの開発促進，収益向上とブランド力強化の 3つの点で，
企業の競争力を高める．
例えば，スマートフォンメーカーは，独自の技術やデザインを特許や商標で保護する
ことで，競合他社との差別化を図り，消費者の購買意欲を高めている．また，自動車
メーカーは，独自のエンジン技術や安全技術を特許で保護することで，新車の開発に
つなげ，他社に先駆けて市場シェアを拡大している．さらに，ソフトウェア会社は，
自社製品の技術特許をライセンス提供することで，収益を向上させている．
このように，知的財産を戦略的に活用することで，企業は競争力を高め，企業の成長
と発展を実現することができる．

事業目標を達成する
知的財産戦略は，企業が掲げる事業目標の達成にも貢献する．具体的には，新市場の
開拓，新製品・サービスの開発，ブランド力強化の 3つの点で，企業の事業目標の達
成を後押しすることができる．
例えば，自動車メーカーが成長戦略を掲げている場合，新興国市場向けに独自の技術
を開発することで，新市場の開拓を図り，新車の販売を拡大することができる．また，
製薬会社が新薬の開発に特許を取得することで，他社に先駆けて新薬を市場に投入し，
収益を拡大することができる．さらに，ファッションブランドが独自のデザインやロ
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ゴを特許や商標で保護することで，ブランド価値を高め，消費者からの信頼を得るこ
とができる．
このように，知的財産戦略を活用することで，企業は事業目標の達成を後押しし，企
業の成長と発展を実現することができる．

企業価値を向上させる
知的財産は，企業の独自性や将来性を示すものであり，企業の価値を高める上で重要
な要素である．企業は，自社の知的財産を適切に管理・活用することで，企業価値を
高め，企業の成長と発展を実現することができる．
例えば，Appleの iPhoneは，独自のデザインや操作性によって，他社製品と差別化
を図り，高いブランド価値を築いている．また，製薬会社が新薬の特許を取得した場
合，その新薬の市場規模や将来の収益性を評価することで，企業の将来性を評価する
ことができる．
具体的には，知的財産を活用した新製品・サービスの開発，知的財産の譲渡・ライセ
ンス，知的財産の活用による業務効率化などの方法で，企業価値を高めることができ
る．企業は，自社の事業目標や状況に応じて，これらの方法を組み合わせて，知的財
産を活用して企業価値を高めることが重要である．

本節では，はじめに平成 30年に内閣官房行政改革推進本部事務局より公開されたEBPM

のロジックモデルをもとに日本においてEBPMに関する取り組みのベースとなっている思
考のながれを解説する．その後，EBPMの推進に対する各機関の取り組みをいくつか提示
し，その解説を行うことで日本における EBPMの現状，EBPMと ICTの関連性，ICTを
用いた EBPMの有効性を示す．また，本研究において EBPMを取り扱う理由について言
及する．
経営戦略
「経営戦略」とは，企業が競争環境の中で自らの経営目的・経営目標を達成するための
方針や計画全般を意味する．どれほど巨大な企業であっても，保有する経営資源（ヒト，モ
ノ，カネ）は有限だ．企業が掲げる目標や目的に応じて，選択し分配していく必要がある．
そうした企業活動の基軸となる指針や指標，また方策を実現するための体制づくりなども
「経営戦略」には含まれる．企業はすべてのリソースを有しているわけではない．当然なが
ら，強みや弱み，特性がある．それらを経営者は理解・把握した上で，組織改革や事業の
方向性を決定していかなければならない．やるべきこと，やらなければいけないことは数
多くある．それらにどのような優先順位を付けて実行していくかを明確に打ち出していく
ためにも，戦い方の根幹がどうしても必要になってくる．それが，「経営戦略」を策定する
目的と言って良いだろう．
グローバル化の進展や IT・AIの普及，ニーズの多様化，競争環境の激化など，現代は変
化のスピードがますます増している．こうした時代において，企業は 10年，20年先の生き
残りに向けてどのような成長シナリオを描いていくかが，一段と問われるようになってき
ている．そのためにも，経営者は自社の強みや特性を把握・理解し，組織改革や事業の方
向性をスピーディ，かつダイナミックに決定していかなければならない．「経営戦略」の必
要性が高まっているのもそのためである．
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図 2.1: IPランドスケープの概要 [27]

経営戦略のフレームワーク

経営戦略の策定では自社を取り巻く外部の環境要因に打ついて分析する外部環境分析や，
自社内の環境を分析する内部環境分析を踏まえ自社の強みや弱み，機械や脅威を把握する
ことで，戦略オプションを立案して最適な戦略を選択することが大切である．それらを行
うために役立つ代表的なフレームワークとして，PEST分析ファイブフォース分析，3C分
析，VRIO分析，SWOT分析，STP分析，4P分析などが挙げられる [28]．
内閣府や特許庁による IPランドスケープの積極的な推進に代表されるように，IPラン
ドスケープは研究機関においても積極的に検討されるべき対象であると考えられる．また，
その具体的な取り組みの多くに ICTを活用した取り組みが多数行われていることから，IP

ランドスケープの効率的な実施には ICTの活用が不可欠であり，情報工学との親和性が高
いものと思われる．これらのことから，本研究は情報技術を用いた IPランドスケープの支
援を目的とする．

§ 2.2 特許情報処理
特許情報とは，特許・実用新案・意匠・商標の出願や権利化に伴って生み出される情報
である．この情報は，研究開発の重複防止，既存技術の活用，無用な紛争の回避などに役
立つ．
特許情報は，研究開発の策定から商品化，更には他人の権利調査に至るまでの様々な事
業活動において活用されている．
具体的な活用例は，以下のとおりです．[30]．

特許情報の活用例
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• 技術動向調査
将来性を見据えた研究テーマの選定や過去になされた研究との重複回避のために，特
許情報を利用して技術動向調査が行われます．特定の技術分野における特許出願の動
向や出願件数の推移を調査することにより，過去にどのような技術が存在したか，ま
た，今後開発すべき技術分野の把握の参考になります．

• 出願前の先行技術調査
研究成果として発明がなされたとき，権利化するか否かの判断が必要となります．特
許出願をする際に関連する分野の先行技術について調査することにより，権利として
認められる見込みのない無駄な出願を未然に防止することができます．

• 権利調査
開発製品が他人の産業財産権を侵害すると，製造・販売の中止や製造品の廃棄，ある
いは権利者への損害賠償にまで発展する恐れがあります．これらを未然に防止するた
めに，設計から製造前段階にかけて，他人の権利範囲の調査を行います．

• 公知例調査
他の権利者から警告を受けた場合などの対抗手段として，自社の発明・考案を事業化
する際に障害となる他人の特許権・実用新案権を無効にするため，その特許・実用新
案登録の出願前の公知例を調査します．

• 公知例調査
事業を営む上で多くの場合には競合他社が存在しています．その競合他社がどのよう
な戦略で事業を行っているか調査する上で，特許情報は貴重な情報源となります．競
合他社の過去から現在に至るまでの出願動向を把握することにより，研究開発動向等
を読み取ることが可能です．また，競合他社の出願動向を継続的に監視し，自社にとっ
て障害となる出願等の早期発見に努めることも重要です．

以上に挙げた事例からもわかるように，近年，GISは地方自治体における業務に積極的
に活用されており，先述のような特徴と利点を持って多くの業務の効率化，意思決定の補
助としての役割をはたしている．これらのことから，GISは本研究の提案手法において分
析結果を感覚的に理解することや非常に多様なデータを 1つのプラットフォーム上にまと
め，新たな発見を生み出すことに有効であると考える．よって，本研究の提案手法では最
終的なユーザへのフィードバックとしてGISを採用する．

§ 2.3 テキストマイニングと自然言語処理
テキストマイニングとは，定型化されていない文章から情報を抽出する技術です．SNS

やアンケート，コールセンターの応対など，さまざまな場面で活用されています．テキス
トマイニングは，AI技術の進展により，より高度な分析が可能になりました．また，テキ
ストデータの量も増加しており，テキストマイニングツールの種類も増えています．[31]
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テキストマイニングを行うことで，企業は，顧客のニーズや市場動向を把握したり，新
製品の開発やマーケティングの戦略を策定したりすることができる．
このことによって，単一のデータの可視化のみでは表面化してこなかった課題をくみ取
ることや，逆に，課題に対する解決策を一見関係のなさそうな分野から発見するといった
ことが可能となる．
このようなGISでのデータフュージョンによって他分野での知見を合わせることで新た
な発見に至った事例やデータの重ね合わせによって新たに知見を得ることを目的にして行
われた開発の事例を以下に挙げる．
形態素解析
1992年 6月にブラジルで開催された国連環境開発会議で条約加盟のための署名が開始さ
れ，1993年 12月 29日に発行された「生物多様性条約」に代表されるように 20世紀後半か
ら現在にかけて自然環境や生物多様性の保護に関する機運は世界中で高まっている．
その動きはわが国においても例外ではなく，2008年には「生物多様性基本法」が成立す
るなどしている．そのような状況の中で大学等の研究機関においても生物多様性の保護に
向けた様々な研究がなされている．
そのうちの一つに，生態学・ランドスケープ分野における植物の生育環境と農村計画分
野における将来的に都市化の可能性がある地帯の分析とを重ね合わせることで新たな知見
を得ようとする研究がある [12]．
同研究の具体的な内容は福島県旧原町市域を対象として今後都市化する可能性のある地
域を可視化したマップ（都市化ポテンシャルマップ）と二次草原（人為的な干渉によって
維持されている草原）が生育する可能性のある地域を可視化したマップ（二次草原の潜在
生育地マップ）とをGIS上で重ね合わせることで今後の都市化によって人知れず損なわれ
る可能性のある二次草原の生育地を分析するというものである．都市化ポテンシャルマッ
プと二次草原生育地マップを重ね合わせた様子を図??に示す．
同研究内では従来別々の分野で進められてきた研究の成果をGISを用いて巧みにオーバー

レイし，普段の研究では同一プラットフォーム上に並べられることのないデータをかけ合
わせることで，新たな知見として，都市化ポテンシャルの高い場所と二次草原の潜在生育
地が重なる場所の環境特性を明らかにした．
また，研究を通じて多くの学術知見を統合するというケースにおけるGISの有意性が言

及されており，1つのプラットフォーム上で様々な情報を共有できることの効率性が取り上
げられている．
分かち書き
自然言語処理（NLP）において，分かち書きは，テキストを単語や句などの意味的な単

位に分割する処理である．分かち書きは，テキストの意味理解や解析の基礎となる重要な
処理であり，多くのNLPタスクで必要となる．
分かち書きの目的は，テキストの意味を正確に理解するために，テキストを単語や句な

どの意味的な単位に分割することである．例えば，文の意味を理解するためには，文を主
語，述語，目的語などの句に分割する必要がある．また，単語の意味を理解するためには，
単語を品詞や語義などの単位に分割する必要がある．
分かち書きの処理方法は，大きく分けて以下の 2つに分けられる [29]．
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1. ルールベース型
ルールベース型分かち書きは，あらかじめ定義された対象となる言語の文法ルールに
基づいて分かち書きを行う方法である．ルールベース型分かち書きは，人手でルール
を定義するため，単純な分かち書きを行う場合は比較的容易に実装でき，調整も可能
であるが，複雑な分かち書きを行う場合は，ルールを複雑にする必要があり，高度な
専門知識が必要となり，誤りが生じやすくなる．

2. 統計学習ベース型
統計学習ベース型分かち書きは，機械学習によって導き出されたルールに基づいて分
かち書きを行う方法である．統計学習ベース型分かち書きは，複雑な分かち書きを行
う場合でも，比較的正確に分かち書きを行うことができる．また，機械学習に大量の
テキストデータが必要であり，計算量が大きいという問題もコンピュータの高速化と
低価格化により解決に向かっている．

分かち書きの精度は，分かち書きの目的や，分かち書きを行うテキストの種類によって異
なる．例えば，新聞記事などのフォーマルなテキストであれば，ルールベース型分かち書き
でも比較的高い精度で分かち書きを行うことができる．一方，SNSの投稿などの非フォー
マルなテキストであれば，統計学習ベース分かち書きの方が高い精度で分かち書きを行う
ことができる．
近年，NLP技術の進展により，分かち書きの精度も向上している．また，クラウドサー
ビスやオープンソースソフトウェアの普及により，分かち書きの利用が容易になってきて
いる．
分かち書きには，以下の課題がある．

• 日本語の曖昧さ
ルールベース型分かち書きは，あらかじめ定義されたルールに基づいて分かち書きを
行う方法である．ルールベース型分かち書きは，単純日本語は，英語と比べて曖昧な
表現が多い言語である．例えば，「私は，彼に会いました．」という文は，文法的には
「私は，彼に会いに行きました．」という意味にも解釈できる．このような曖昧な表現
を正確に分かち書きすることは，困難である．

• 新語や流行語
常に新しい言葉や表現が生まれてくるため，分かち書きのルールや統計モデルを常に
更新する必要がある．

• 誤ったデータの影響分かち書きの精度は，分かち書きの対象となるデータの品質に大
きく影響を受ける．誤ったデータが含まれていると，分かち書きの精度が低下する．

今後，テキストマイニングと自然言語処理は，AIやML技術を活用することで，より高
度な分析が可能となり，より幅広い分野で活用されるようになると考えられる．また，テ
キストデータの量の増加に対応するため，テキストマイニングと自然言語処理の自動化や，
テキストデータの検索・分析・活用を効率化する技術の開発が進んでいくと考えられる．．
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よって，本研究で目指すデータフュージョンによる政策決定支援を行う上でもGISは大
いに有効なものであると考える．そのため，本研究ではデータを用いた分析の結果と地理
空間データをGISによって同一プラットフォーム上にオーバーレイするという形でデータ
フュージョンを行うこととする．
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第3章

特許情報の可視化

§ 3.1 特許情報のベクトル化
特許情報は，日々蓄積され，今では莫大な量となっており，それらの分析は困難を極め
る．そこで，特許情報を効率的に分析するためには，各特許をベクトル化して整理をおこ
ない，全体を俯瞰できるように可視化する必要があると考える．本研究では，特許本文の
文章を対象にベクトル化を行う．特許本文には，特許技術の内容が詳細に記載されている
ため，これらの情報をベクトル化することで，特許の技術分野や技術トレンドなどを把握
することができると考える．
具体的には，特許本文をSentence-Bidirectional Encoder Representation from Transform：

Sentence-BERTを用いることで文章全体を単位にベクトル化を行う．Sentence-BERTは，
Bidirectional Encoder Representations from Transformers：BERTをベースに開発されてお
り，文章の単語の順序を考慮して，文章の意味を表現するベクトルを生成する．
sentence-BERTは，文章の意味を理解する能力に優れているため，自然言語処理の様々
なタスクに活用されている．
Transformer

近年，翻訳などの入力文章を別の文章で出力するというモデルは，Attentionを用いたエ
ンコーダー，デコーダ形式のRNNやCNNが主流であった．しかし，Transformerは，RNN
やCNNを用いずAttentionのみを用いたモデルである．Transformerは，再帰も畳み込み
も一切行わないので並列化が容易であり，他のタスクにも汎用性が高いという特徴がある．
TransformerにおいてはAttentionを多数並列に配置したMulti-Head Attentionが用いられ，
一般的に以下の式（3.2）のように定式化される [32]．
<Multi-Head Attention>

MultiHeadAttention(Q,K, V ) = Concat(head1，head2，· · ·，headh)Wo (3.1)

whereheadi = ScaledDotProductAttention(QWQ
i ，KWK

i ，VW V
i ) (3.2)

ここで，Scaled　Dot-Product Attentioinでは，内積を利用したベクトル間の類似性に
基づく変換を行う．

<Scaled Dot-Product Attention>

Attention(Q,K, V ) = softmax(
QKT

√
dk

)V (3.3)
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3.2では，学習パラメータを持っていない Scaled Dot-Product Attentionの表現力を広げ
るために，入力の直前に学習パラメータを持つ Linear層の追加を行っている．これにより，
入力されるベクトルの特徴空間に依存しない注意表現を学習することができる．Linear層
の追加を行った Scaled Dot-Product Attentionを一般に Single-Head Attentionを呼ぶ．

Scale Dot-Product Attentionは，ある単語に対して，その単語が文章に含まれる単語と
どれだけ類似しているのかを計算し，それらを確率的に表現したものである．Transformer

におけるAttentionの入力には主に以下の 2種類の入力方法が用いられている．

1. Self-Attention（softmaxに与えるQuery，Key，Valueを同じ値にする)

2. SourceTarget-Attention（Key，Valueを同じ値にし，Queryを異なる値にする）

Single-Head Attentionでは多種多様な意味や文法をもつ単語に対しても単一の注意表現
が生成される．そこで，Single-Head Attentionを多数並列に配置してMulti-Headにするこ
とで，複数の特徴部分空間における注意表現の獲得をすることができる．

以上のことから，文章を行列で表せることが分かった．しかし，文章というのは，文字
を読む方向が重要であり，行列として表され，かつ，一括で処理する場合，文字の順番の
概念がなくなってしまう．これは，文章を正しく扱えなくなる可能性がある．そのため，
Embedding層からの行列に位置情報を含んだ行列を足し合わせることで，文字の順番の概
念を扱えるようにする必要がある．これを可能にするのが Positional Encodingである．
<Positional Encoding>

PE(pos，2i) = sin

(
pos

10000 2i
dmodel

)
(3.4)

PE(pos，2i+1) = cos

(
pos

10000 2i
dmodel

)
(3.5)

入力文章の単語数が 50個まで扱えて，Embedding層の埋め込み次元数が 128次元の場
合，Positional Encodingが生成する行列は 128次元の行ベクトルが縦に 50個並んだ行列
になる．この行列は，各行のベクトルが絶対に同じものにならいため，この行列から単語
の位置情報を表すことができる．具体的には，行ベクトルの各次元は，単語の位置情報に
応じて，異なる値が割り当てられている．例えば，最初の行ベクトルの最初の次元は，単
語の位置が 0であることを示し，最後の行のベクトルは，単語の位置が 49であることを示
す．このように，Positional Encodingは，単語の位置情報を行ベクトルに埋め込むことで，
Transformerモデルが単語の順序情報を利用でいるようにしている．

BERT

自然言語処理タスクにおいて，精度向上には言語モデルによる事前学習が有効である．こ
の言語モデルによる事前学習には「特徴量ベース」と「ファインチューニング」の 2つの方
法がある．まず，「特徴量ベース」とは 事前学習で得られた表現ベクトルを特徴量の 1つと
して用いるもの で，タスクごとにアーキテクチャを定義する．ELMo[Peters, (2018)]がこ
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の例である．また，「ファインチューニング」は 事前学習によって得られたパラメータを重
みの初期値として学習させるもの で，タスクごとでパラメータを変える必要があまりない．
例として OpenAI GPT[Radford, (2018)]がある．ただし，いずれもある問題がある．それ
は事前学習に用いる言語モデルの方向が 1方向だけということだ

Sentence-BERT

BERTでは 2つの文章を入力し，それらの類似度を測ることができる．しかし，複数
の文章を入力する場合はBERTでは容易ではない．そこで本研究ではSentence-BERT

を用いる．
BERTで求められた埋め込み表現を poolingし，それらを Softmax関数を用いて，分
類を行う．

O = softmax(Wt(u, v, ∥u− v∥))Wt ∈ R3n× k (3.6)

事前学習モデルはHugging FaceやGitHubなどのサイト公開されている．また東京大学
や京都大学なども独自のモデルを公開している．本研究ではHugging Faceに登録されてい
る”sonoisa/sentence-bert-base-ja-mean-tokens”を用いる．

§ 3.2 次元削減手法とクラスタリング手法
DEAとは，ある分野における組織の集合において，対象の組織の業績を評価するために
生み出されたノンパラメトリックな手法の 1つで 1978年にCharnes，CooperとRhodesに
よって提唱された．ここでいう組織とは，その活動においていくつかの種類の入力（投入）
をいくつかの出力（産出）に変換することに携わる生産体（Decision Making Unit: DMU）
のことである．DEAでの分析の利点の一つとして，複数の入力・出力があるデータを扱う
ことができることが挙げられる．
DMUにおける活動の例として，半導体生産工場における毎期の生産活動や，様々な市場
に対する宣伝や販売活動等が挙げられる．DEAはこれらの活動に対して，自らを基準とし
た集合内の他のDMUとの比較によって，その業績を評価することが可能である．
1978年に提唱されて以来，DEAに関する研究，応用は世界中の研究機関で積極的に行わ
れており [16]，CCR，BCCなどの基本的なモデルをはじめとして，現在までに様々なモデ
ルが発表されている．本節では，多数存在するDEAのモデルの中で最も基本的であり，本
研究の分析にも用いるCCRモデルについて，そのアルゴリズムを解説する．
また，本研究でDEAにおけるデータの分析を行う際に前述のとおり多数存在するモデル
の中からCCRモデルによる分析を選択した理由については次のようなことが挙げられる．
CCRモデルは最もはじめに考えられたDEAのモデルであり，原点からの距離の比を用い
て値の最小を定める「比率尺度データ」を対象とした分析法である．
そして，それに次いで考えられたモデルはCCRモデルに各種制約を追加することで「感
覚尺度データ」など，対象のデータに適用できるように拡張されたものである．ここで，本
研究で分析に用いるオープンデータを考えると，すべてが「比率尺度データ」であったた
め，本研究ではCCRモデルを適用することとした．
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CCRモデル

DEAにおけるDMUの評価法の基本的な考え方は「どれだけ少ない入力を用いてどれだ
け多くの出力を生み出しているか」である．そのため，DEAにおける評価値は対象のDMU

における各入出力に対して重みをつけたうえで出力の総和を入力の総和で割ることによっ
てもとめられる．
また，評価値を算出する際に各入出力に対して付与される重みには他のDMUの入出力
に基づく制約式が設けられており，それらに基づいて入力・出力の重みを最適化する線形
計画問題を解くことによってDEAにおける評価値を算出することができる．CCRモデル
における制約条件は以下の二つである．

• すべてのDMUに対する評価値はいずれも 1を超えない．

• 入力・出力に対する重みはいずれも 0以上である．

これらをもとにCCRモデルを線形計画問題として定式化すると以下のようになる [18]．

<CCRモデルの主問題>

maximize
uTyo
vTxo

= z (3.7)

subject to − vTX + uTY ≤ 0 (3.8)

u ≥ 0 (3.9)

v ≥ 0 (3.10)

ここで，DEAにおける分析が持つもう一つの利点を考える．それは，算出された各入力・
出力に対するウェイトを用いることで，対象のDMUの入力・出力をどのように増減させ
れば評価値がより優れたものになるかを数学的に示すことができることである．このDMU

における評価値をより良くするための入力・出力の値（本論文では以後，改善案と呼ぶ）を
算出するためには，評価値における入力（分母）もしくは出力（分子）を 1と仮定し，前
述の線形計画問題を主問題とする双対問題を考える必要がある．
これらをもとに，入力に対する改善値を算出することを目的とした入力指向モデルと出
力に対する改善値を算出することを目的とした出力指向モデルを定式化すると以下のよう
になる．

<入力指向モデル >

minimize w = θ (3.11)

subject to Y λ ≥ yo (3.12)

−Xλ+ xoθ ≥ 0 (3.13)

λ ≥ 0 (3.14)

<出力指向モデル >

maximize w = η (3.15)
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subject to Xµ ≤ xo (3.16)

− Y µ+ yoη ≤ 0 (3.17)

µ ≥ 0 (3.18)

ここで，入力指向モデルを取り上げて解説を行うと，その線形計画問題は対象のDMUに
おける出力の大きさを維持しつつ，最小の入力を達成することができるDMUの集合（参
照集合）をすべてのDMUの中から探すという操作ととることができる．つまり，線形計
画問題の解においてその重みが正の数となるDMUが参照集合に属し，その場合における
効率的なDMUととらえることができる．
これらのことから，参照集合とは対象のDMUが見本とすべきDMUの集合であり，参照
数号に属する DMUにおけるそれぞれの要素の値とその重みの大きさを用いることによっ
て，対象のDMUに対する入力および出力の改善案を算出することができる．
参照集合におけるDMUの数をK，入力・出力の項目数をそれぞれm，nとすると対象
のDMUのある項目 i, jにおける入力・出力における改善案はそれぞれ次のようにしてもと
めることができる．

<入力改善案 >

x̂i =
K∑
k=1

xikλk i = 1, 2, · · ·m (3.19)

<出力改善案 >

ŷj =
K∑
k=1

yjkµk j = 1, 2, · · ·n (3.20)

医療機関におけるDEAの例

DEAの一般的な適用例として病院における医師数と患者数という 1入力-1出力の場合を
挙げる??．本例では医師数を入力，患者数を出力として各病院の運営効率をCCRモデルで
評価する．また，単純化のために本例では少ない医師でより多くの患者を治療する病院こ
そが運営において効率的であるとする．
各病院における医師数，一日の平均患者数，医師一人が一日に治療する平均患者数を表

3.1，図 3.1に示す．グラフにおける横軸が入力，縦軸が出力であり，太い実線が効率フロ
ンティア，破線は回帰直線を表す．表 3.1における医師一人当たりの患者数が多くなってい
る，つまり，効率的な運営を行っている病院E，Gがグラフにおいても効率フロンティア上
に存在していることが分かる．
また，細い実線の様子から病院Fがより効率的に運営を行うためには医師数を減らす，患
者数を増やす，またはその両方を同時に行うことが必要であることが分かり，詳細な値に
ついてはグラフ上における点 Fと参照集合の直線の距離で求められる．
太い直線と破線の差からも分かるように最も評価の高い組織を基準に各組織の評価を行
うという点が組織の集合全体における平均像から各組織の評価を行う統計学における回帰
分析を用いるアプローチと大きく異なるDEAの特徴である．
本研究における提案手法において，入力指向モデルおよび出力指向モデルによって算出
された対象の市区町村における評価値と式（3.21），式（3.22）によって算出された入力お
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表 3.1: 各病院におけるパラメータ

図 3.1: 適用例におけるCCRモデルのグラフ [17]

よび出力の改善案を提示することを政策に対する意思決定を支援する手法の 1つとして用
いることとする．

§ 3.3 単語間のつながりと共起ネットワーク
2.2節，2.3節では，すべてのGISに対して一般的な名称としてGISと表記したが，GIS

には動作するプラットフォームや形態，提供している団体によって複数種類のソフトウェア
が存在する．代表的なGISアプリケーションを表 3.2に示す．また，本節では，Webアプリ
ケーションとしてWorld Wide Web上で機能するGISをWeb-GISと表記するものとする．
html形式で記述され，Web-GISは多様なプラットフォーム上で動作するGISの中でも代

表的なフォーマットであるといえる．計算機を用いて広く利用することができ，処理の大
部分は htmlが置かれているサーバ上で行われることで参照する端末自体のスペックに依存
しづらいことから，利用者も多い．また，html形式で実装されるがゆえに作成者が直接作
成する方法のほか，いくつかのプログラミング言語を用いて自動的に生成することも可能
である．
本節では，以上のような特徴を有するWeb-GISの開発において，現在，一般に広く用い
られているプログラミング言語の一つである Pythonのライブラリを用いた方法を解説す
る．また，Web-GISにおいて実装することができる代表的な機能とその役割を解説する．
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表 3.2: 代表的なGISソフトウェア

Web-GISの実装方法
Pythonを用いたWeb-GISの開発には「Folium」というPython用のライブラリを用いる．

Foliumを用いてメソッドに対して初期位置，ベースタイル，初期縮尺などを引数として与
えてプログラムを実行することでことでWeb-GISのベースとなるマップを表示する html

が自動的に生成される．ベースタイルとして指定することの出来るマップタイルには代表
的な例として以下のようなものがある [20]．

• CartoDB (positron and dark matter)

• OpenStreetMap

• Mapbox Bright

• Cloudmade

• Mapbox

FoliumによるWeb-GISの開発はこのベースマップに対して Foliumのライブラリ内に含
まれる様々なメソッドを用いることでWeb-GISにおける各種機能や実際に表示した情報を
追加するという形で行われる．ここからは，Foliumによって実装することの出来る各種機
能とその内容について代表的なものを取り上げる．
ベースマップの切り替えとレイヤの重ね合わせ
2.3で言及したようなGISによるデータの重ね合わせは FeatureGroup関数によるレイヤ
の作成とそれらを制御する LayerControlメソッドによって実現される．また，レイヤとは
Web-GIS上でマップの重ね合わせを行う際のそれぞれの層のことを表す．
まず，FeatureGroup関数によってベースマップとは別のマップ（レイヤ）を任意の個数
作成する．次に，後述する様々なメソッドを用いてベースマップや各レイヤに対して各種
機能や情報を追加する．
この時，常に表示され，レイヤの切り替えに左右されないようにする必要のある情報に
関してはベースマップに，それ以外の情報に関しては切り替えによって表示したい各レイ
ヤーに追加するようにする．最後に，LayerControlメソッドを用いてレイヤを管理する機
能をWeb-GISに付与することによって，htmlを生成した際に自由にレイヤを切り替える機
能を持ったものが生成される．
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図 3.2: FoliumによるWeb-GIS実装例

マーカーを置く

folium.Markerメソッドに対して引数としてマーカーを置く位置の座標を与えることで地
図上の任意の位置にマーカーを立てることができる．なお，マーカーはFolium内に組み込
まれているものの中から色やアイコンのマークを自由に切り替えて使用することができる
ほか，CustomIcon関数によってアイコンのマークを自作し，独自のマーカーとして使用す
ることもできる．また，任意のマーカーに対して popup機能を追加し，テキストを付与し
ておくことでマーカーをクリックした際にポップアップとしてテキストが表示されるよう
になる．

ヒートマップを描く

ヒートマップとは，二次元データの数値を色やその濃淡で表したものである．広義にお
けるヒートマップは「マップ」と付いてはいるが必ずしも地図で表現する訳ではなく，テー
ブルを値で色分けしたものなど数値データを色分けによって可視化したものすべてがこれ
にあたる．ただ，Web-GISにおけるヒートマップは地図上にプロットされた色の濃淡で数
値の大小を示すものである．
また，地図の色分けによって数値の大小を表現する方法として，ヒートマップとは様式

が異なるものとして，コロプレス図 (階級区分図) がある．コロプレス図とは，例えば地図
を都道府県ごとに境界線で分けて，各都道府県における統計データの大きさによって色分
けするなどのものがある．具体的な実例としては，アメリカ大統領選の際の州ごとに赤と
青で色分けされた地図などが挙げられる．
folium.plugin.HeatMapメソッドを用いることで地図上の任意の位置を中心としたヒート

マップを作成することができる．引数として値を与えることで半径や色の透明度，グラデー
ション，ぼかしの程度が設定できるほか，前述の LayerControlと組み合わせることで表示
の切り替えも行うことができる．

大量のマーカーをまとめて表示
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前述の folium.Markerメソッドでは，1つのマーカーに対して多くの情報を付与する方法
について解説したが，Plugins.MarkerClusterメソッドでは，大量のマーカーを点として地
図上にプロットし，一定の閾値を定めることで地図の縮尺によってその付近にあるマーカー
を 1つのマーカーとして表示することができる．これによって，大量のマーカーを一度に
プロットした際でも見やすく情報を提供することができる．また，このような機能はマー
カーの密度という観点でヒートマップのような表し方と考えることもできる．

以上で解説した各種機能の実装例については図 3.2にて示す．また，以上のような機能の
ほかにも，Foliumによって実現可能なWeb-GISの機能は多くあるが，本研究では特にマー
カーによる情報のフィードバックおよび重ね合わせを中心に行っていく．システムの詳細
については 4章にて示す．
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第4章

提案手法

§ 4.1 Google Patentsからの取得，分類，抽出
本研究の提案手法は，大別すると以下のような 4つの工程からなる．
1. Web上からあらかじめ収集し，サーバ上のデータベースに保存されたデータの中から
利用者が任意のデータを選択する．

2. 選択されたデータとの間に因果関係が成立するデータをLiNGAMによってデータベー
ス上から抜き出し，DEAの入力と出力に振り分ける．

3. 振り分けられたデータを用いてDEAを解き，評価値および，改善値を算出する．
4. DEAの結果をWeb-GIS上に可視化し，対象のデータと因果関係があり，地理的要素
を持つデータについてはレイヤーを作成して重ね合わせが行えるようにする．

そのため，提案手法は以下のような 4つのプログラムに分けることができる．

1. 対象のデータの受け取り
2. LiNGAMによる因果分析およびデータの振り分け
3. DEAによるデータ分析
4. 結果の表示および重ね合わせ

本節では，ユーザが対象データを指定するにあたって前段階として必要なデータベース
の作成方法とデータベースに保存されているデータの種類，対象の指定からLiNGAMによ
る因果探索でのデータの選定，DEAの入力・出力に対するデータの振り分けまでの提案手
法のしくみを解説する．

データベースに用いた統計データ

データベースに用いたデータの項目については表??に示す．データの属性としては位置
データか数値データか，地理的情報を持つか否かで大きく 3つに分けることができる．地理
的情報を持たない数値データの例には人口，製造品出荷額などが挙げられ，数年に 1回，全
国統一でデータの収集が行われるものである．地理的情報を持つ数値データとしては，公
園や医療機関の数が挙げられ，これらのデータに関してはどこにその施設が存在するかの
位置データが紐づけられている．
本研究に用いるデータベースを作成するにあたって，政策の対象となる事柄について，そ

の原因となるものを探すという目的を達成するために，ある程度広い分野の情報がそろっ
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表 4.1: 地理情報を持たない数値データ

表 4.2: 地理情報を持つ数値データ 表 4.3: 位置データ

ていること，日本全国に対応しており市区町村単位の粒度のデータであること，各地方や
都道府県などでデータにおいて大きな欠損がないことなどの条件を満たす必要があった．
これらの条件から，地理的情報を持たないデータに関しては 2.1節で挙げた RESASの

APIを用いてデータの収集を行った．また，地理的情報を持つデータに関しては国土交通
省の国土数値情報ダウンロードにおけるデータを収集し，それらに基づいて各市区町村ご
との施設数を自動的に数え上げることで施設数のデータとした．
全てのデータは csv形式でサーバに保存し，各処理ごとに取り出して参照，編集，加工で
きるようにした．データベースとして用いた csvのフォーマットについて，各市区町村にお
ける人口および公園の数，位置のデータを例に挙げて図 4.1に示す．RESASによって収集
したデータと施設の数を表すデータに関しては，1列目に総務省から各市区町村に対して割
り当てられている全国地方公共団体コードをキーとして格納し，2列目に対象のデータを格
納するという形をとった．施設の位置データについては

システムのフロントページおよび対象の選択

提案手法においてユーザサイドに提示されるフロントページを図 4.2に示す．図 4.2に示
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図 4.1: csvのフォーマット 図 4.2: システムのフロントページ

した通り，システムのはじめにユーザには前述のデータベース内に格納されている全ての
データの項目名が提示される．また，データの項目名をクリックすることによってデータ
の中身を参照することができる．このページにおいてユーザは自身が対象としたい市区町
村およびデータ項目を選択する．

データの前処理

表 4.1にあるように本研究で分析に用いるデータは単位が異なり，値の大きさも広範囲にわ
たるため，分析を行う前にデータの正規化を行う．まず，本研究で用いるデータは正規分
布に従わないため，そのようなデータに対しても適用することが可能な robust Z-scoreを用
いる [ [21]]．robust Z-scoreについて以下に示す．

<robust Z-score>

ι =
x−median(x)

NIQR
(4.1)

robust Z-scoreでは，式 (4.1)に示すように各データとデータ集合の中央値との差をとり，
その値とデータ集合の正規四分位範囲との商を求めることによって値を正規化する．正規
四分位範囲とは，四分位範囲と 1.3489の商である．また，robust Z-scoreの結果では各値が
0を中心に正規化されるため負の値となるという場合が発生する．しかし，CCRモデルに
よる分析では負の値を持つデータを扱うことが出来ないため，さらに値がすべて 0～1の範
囲に収まるように正規化を行う．用いる処理を以下の式に示す．

<正規化 >

ι′ =
ι+max |ι|
2max |ι|

(4.2)

因果探索のよるデータの選定

本研究では，1.1節で挙げた政策の対象における要因の複雑性という課題の解決を支援す
る手法として 3.1節で挙げた LiNGAMによる因果探索を提案する．具体的には，多量かつ
幅広い分野のデータに対してLiNGAMによる因果探索を適用することによって，政策の対
象としたいターゲットと因果関係のあるデータのみを抜き出すという手法である．
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図 4.3: 因果探索の結果とアウトプットの例

因果探索における数学的なアルゴリズムに関しては 3.1節で示したDirect-LiNGAMに従
う．システムのアルゴリズムとしては，前述のフロントページにてユーザが選択した政策
の対象に関係するデータをDirect-LiNGAMを解くコードに送信することで，そのデータを
ターゲットとして因果探索を行う．
この際，因果探索に用いられるデータは表 4.1および 4.2に示したすべてのデータであり，
これらすべてのデータを用いて一度に因果探索を行うことで政策の対象と潜在的に因果関
係を持つデータのみを自動的に絞り込む．
また，これらの処理の結果を用いて 4.2節にて後述するDEAを用いた分析を行うために，
因果探索を解いた結果，対象のデータとの因果関係が示されたデータのみを結合した新た
な csvファイルを作成する．この際にDEAにおける入力・出力の振り分けも同時に行う．
本研究の提案手法では因果探索によって同定された因果グラフのうち，対象のデータに
向く矢印を持つデータのみを分析の対象として扱うこととする．これは，本研究における
因果探索の役割がDEAの入力・出力となるデータを絞り込むことにあるためである．因果
探索の結果のうち，矢印の始点にあるデータが増減すると矢印の終点にあるデータにも影
響がおよびその値が増減するため，政策の対象について考える場合はそのデータに影響を
与えるデータのみを考慮することが妥当と考えた．
また，因果グラフにおけるパスの重みが正のときデータ同士も正の相関，負のときに負
の相関をとるため，正の場合の始点側のデータをDEAの出力，負の場合の始点側のデータ
をDEAの入力とすることが妥当と考えた．以上のことから，それらを一つにまとめた csv

ファイルを因果探索部分のプログラムのアウトプットとする．因果探索の結果と出力ファ
イル内のデータの例を図 4.3に示す．

§ 4.2 トピックからの3Dグラフによる可視化
本節では，本研究での提案システムにおけるDEA部分の具体的なしくみ，システムの仕
様，システムにおいてインプットおよびアウトプットされるデータの形式などを解説する．
提案手法におけるDEAの役割は因果探索によって導かれた政策の対象に対する要因につい
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表 4.4: 各都道府県のDMU内訳

図 4.4: DEA部分のフロー

て，それらの数値をもとに対象としている自治体の現状を理論的に評価し，その評価を一
層高めるために取り組むべき課題を明確にすることによって政策における意思決定の支援
をするというものである．

DEA部分における全体のながれ

DEA部分では，はじめに 4.1節での因果探索のアウトプットデータ（図 4.3参照）を用
いて全市区町村を対象に 3.2節に示した入力指向モデルを解くことによって，各市区町村
の評価値を算出する．次に，フロントページにて指定された対象の市区町村に対して，式
（3.21）および式（3.22）を解くことによって，その結果から対象の市区町村における入力・
出力の改善案を算出する．
改善案の算出を対象の市区町村のみに限定したのは，全国の市区町村という膨大なDMU

を扱う問題において計算量を軽減するためであり，単純な評価値と比較して改善案は対象
市区町村以外のものを参考にすることが少ないと考えたからである．

各市区町村に対する評価値の算出

本研究では，47都道府県に存在する市区町村のうち 773個の市，188個の区，727個の町，
203個の村の合計 1891個をDMUの集合として，CCRモデルによるDEA分析を行うこと
によってそれぞれのDMUにおける評価値を算出する．各都道府県におけるDMUの内訳を
表 4.4に示す．因果探索によって対象と因果関係が示された出力データの数をmとすると
評価値は以下の線形計画問題を解くことによってもとめられる．

<評価値の算出式 >

minimize θ (4.3)

subject to
∑
d=1

yidλd ≥ yio i = 1, 2, · · ·m (4.4)

−
∑
d=1

xidλd + xioθ ≥ 0 i = 1, 2, · · ·m (4.5)

λ ≥ 0 (4.6)

対象の市区町村に対する入力・出力改善案の算出
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フロントページにて対象の市区町村に指定されたDMUに対してはすべての入力および
出力に対して参照集合のデータをもとにした値の改善案を算出する．参照集合は前述の評
価値の算出式においてλdの値が正の数をとったDMUのみで形成され，参照集合内のDMU

の数をA個，入力の項目数を i個，出力の項目数を j個とすると入力および出力の改善案は
式（3.21）および式（3.22）に対してK = Aと置くことによってもとめられる．また，4.1

節で述べた通り本研究ではデータに対して前処理を行っているため入力・出力の改善案に
関しては逆変換を行い元のデータと同じ単位に戻してから結果を保存している．逆変換の
式は以下のようになる．

<正規化の逆変換 >

ι = ι′ × 2max |ι| −max |ι| (4.7)

<robust Z-scoreの逆変換>

x = ι×NIQR +median(x) (4.8)

提案手法を実現するプログラム

本研究の提案手法では，DEAの計算にPuLPによる線形計画問題のプログラムを使用し
ている．PuLPとは，Pythonで数理最適化のモデルを記述するためのモジュールであり，
PuLPを用いてモデルを記述することによって，混合整数最適化問題を解くことができる．
混合整数最適化問題とは，以下のような特徴を持つ数理最適化問題の一種である．

• 連続（実数）変数と整数変数を使って表現される．

• 目的関数と制約条件が 1次式である．

よって，線形計画問題を用いて定式化することが可能なDEAにおいてもPuLPによるモ
デルの記述が可能で，PuLPを用いて記述したモデルは同梱される COINプロジェクトの
ソルバーであるCBCを用いて自動的に解くことができる．問題の定式化を行う回数や算出
し，格納するデータの種類は扱うDMUがフロントページで指定された対象の市区町村で
あるか否かで異なるが，PuLPを用いて最適化問題を解く部分の仕組みは共通である．提案
手法のDEA部分におけるシステムの一連のながれを図 4.4に示す．
入力・出力のデータは図 4.3の csvファイルのように 1つにまとめられた状態で読み込み，
ファイル内の 2行目に格納されている入力・出力の項目数をもとに 3行目以降のデータを
入力・出力に切り分けることによってそれぞれのデータフレームに格納する．
次に前述の PuLPを用いて入力指向モデルの目的関数，制約式を設定し実行することに
よって線形計画問題を解き，DMUの評価値を算出する．また，対象DMUの場合には実行
結果をもとに入力改善案を算出する．
その後，同様に PuLPを用いることで出力指向モデルの目的関数，制約式を設定し実行
することによって線形計画問題を解く．こちらも対象DMUの際には実行結果をもとに出
力改善案を算出する．
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図 4.5: DEAのアウトプットの例

加えて，入力・出力の改善案を算出する際に用いた参照集合内の市区町村名およびそれら
の市区町村にかかるウェイトに関してもリストを作成して格納する．最後にこれらの結果
をもとに以下に示す 4つの csvファイルをアウトプットする．アウトプットする 4つの csv

ファイルの例を図 4.5に示す．

• 全市区町村を対象にしたそれぞれの市区町村に対する評価値

• 対象の市区町村における入力・出力の各項目に対する改善案

• 対象の市区町村における入力の改善案を算出した際の参照集合とそれぞれのウェイト

• 対象の市区町村における出力の改善案を算出した際の参照集合とそれぞれのウェイト

DEAによる分析結果を以上のような 4つの csvファイルに分割したのはそれぞれのデー
タにおける対象の適用範囲や役割が異なり，4.3節で後述する結果の提示の際に別の提示方
法によってユーザにフィードバックされるためである．具体的には，1つ目の csvファイル
が全ての市区町村に対してそれぞれにもとめられる評価値であり，各行に市区町村ごとの
値が格納されているのに対して，その他の csvファイルのデータはフロントページで指定
された 1つの市区町村に対する各項目のデータが格納されているという違いがある．ゆえ
に，システムにおけるデータの読み込みおよび取り扱いの簡便化のために個別のファイル
でアウトプットすることとした．

§ 4.3 IPL(Intellectual Property Landscape)への活用
本節では，4.1節，4.2節で述べたデータの選別・分析手法による結果に基づいて 3.3節で
解説した FoliumによるWeb-GIS作成を行うことで分析結果をユーザに提示する提案手法
における結果のフィードバック部分について解説する．
また，これまでに 4章の中で提示した技術のそれぞれがどの部分に組み込まれているか
について再度整理しながら，提案手法を組み込んだシステムの全体の流れを解説する．加
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えて，本研究の提案手法におけるWebGISを用いたデータフュージョンの方法をシステム
内の実際の仕様に言及しながら示す．

Web-GISアプリケーションの作成

図 4.5に示した 4つ csv内のデータをもとにWeb-GISによる結果のフィードバックを行
うアプリケーションである EBPM-GISを作成した．各 csvファイルが EBPM-GISのどの
部分の実装に使用されているかを図 4.6に示す．
EBPM-GISにおけるベースマップは cartodbpositronおよび地理院タイルの 2種類であ
り，cartodbpositronは白色でマーカーが視認しやすいという理由，地理院タイルは等高線
や色分けによって地形が表されており，土地の地理的状況が視覚的に理解できるという理
由で採用した．
各市区町村における評価値は矢印のアイコンを用いたマーカーで表示し，矢印の向きと
色は三種類に分けて実装した．基準は評価値の大きさで，0.33未満を青の下向き，0.33以
上 0.66未満を黄の横向き，0.66以上を赤の上向きとした．また，対象の市区町村および参
照集合の市区町村に関してはアイコンの色も変更し，対象を赤，参照集合を青とした．
EBPM-GISでは，データ分析に用いた市区町村すべてに対してマーカーを立てるため，
非常に多くのマーカーが画面上に表示される．そのため，視認性および処理速度の向上を
目的として前述の矢印の種類ごとに別のレイヤに分けて実装した．各レイヤの切り替えは
画面右上のレイヤコントロールで行うことができる．初期画面では全ての矢印が表示され
た状態となっている．
EBPM-GIS上でマーカーをクリックするとポップアップが出現し，DEAにおける結果が
テキストで表示される．対象の市区町村に関しては市区町村名，評価値，入力・出力の改
善案，参照集合とその重みがポップアップ上に表示される．その他の市区町村においては
市区町村名および評価値の表示のみである．
また，因果探索によって対象のデータと地理情報データの間に因果関係が示された場合，
全国に分布するその施設の位置全てをマーカークラスタによって表示する．このマーカー
クラスタも評価値のマーカーと同様にベースマップから切り離された別のレイヤ上にプロッ
トされており，レイヤコントロールを用いて表示・非表示の切り替えが可能である．

提案手法全体の流れ

1章で示した政策の対象となる問題に関する要因の複雑性という課題に対して，4章で示
した各手法を統合した課題解決のための提案手法全体の流れの説明を行う．また，提案シ
ステム全体のフローを図 4.7に示す．

Step 1: 政策の対象決定・データ選択
フロントページにてサーバ上に存在する統計データ全ての項目名を公開し，全国の市
区町村に対する項目ごとのデータを参照できるようにする．政策に関係した問題を抱
えるユーザはその問題に関係のあるデータの項目名および自身が取り扱いたい市区町
村名を各 1つずつ選択形式でシステムに入力する．選択されたデータは次のフローへ
送信される．4.1節の前半にて解説した部分がこれにあたる．
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図 4.6: EBPM-GISの実装

図 4.7: 提案システム

Step 2: 統計データの選別・入出力への振り分け
Step1で選択されたデータを受信し，受信したデータに含まれる対象のデータ項目名
をターゲットとしてサーバ上に存在する全ての統計データを用いたDirect-LiNGAM

による因果探索を行い，対象のデータ項目と関係のあるデータのみを選別する．
また，選別されたデータのうち，対象のデータ項目に対して因果関係が向いている
データを入力，対象のデータ項目から因果関係が向いているデータを出力とすること
で選別されたデータをDEAにおける入力・出力データに振り分ける．選別されたデー
タは入力・出力の項目数とともに 1つの csvファイルにまとめて排出する．4.1節の後
半にて解説した部分がこれにあたる．

Step 3: DEAによる評価値と入力・出力改善案の算出
Step2にて作成された csvファイル内の入力・出力の項目数をもとに入力・出力デー
タを参照し，それらを対象としたDEA（CCRモデル）を解くことによって全市区町
村を対象にそれぞれの評価値を算出する．
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また，Step1のフロントページにて選択された市区町村に対してDEAの入力指向モ
デルおよび出力指向モデルを用いた入力・出力改善案の式を適用することによって対
象の市区町村における入力および出力それぞれに対する改善案を算出する．
以上の操作の結果もとめられた全市区町村に対する評価値，対象の市区町村に対する
入力・出力の改善案に加えて改善案を算出する際に用いた参照集合とその重み（入力
指向モデル，出力指向モデルでもとめられるそれぞれの値）をデータの種類ごとに 4

つの csvファイルにして排出する．4.2節のにて解説した部分がこれにあたる．

Step 4: EBPM-GISの作成・データの重ね合わせ
Step3にて作成された 4つ csvファイルをもとに結果の表示および地理情報データと
の重ね合わせによるデータフュージョンによって政策決定を支援することを目的とし
た EBPM-GISを作成・表示する．
4つの csvファイルのデータのうち，全市区町村に対する評価値のデータはGIS上に
マーカーとして表示し，その値の大小によって 3つのレイヤに分ける．その他のデー
タはマーカーのポップアップ内にテキストとして表示する．
また，Step2にて対象のデータ項目と因果関係が示されたデータのうち，施設の場所
など地理的な特徴を持つデータに関してはそれらのデータ単体でマーカークラスタと
して表示し，Step3 での分析結果と重ね合わせることによってデータフュージョンを
行う．4.3節の前半にて解説した部分がこれにあたる．

システム上でこれら 4つの Stepの処理が行われることによって出力装置には最終的に
EBPM-GISが出力されることになる．つまり，ユーザサイドから見た場合，フロントペー
ジにて対象のデータ項目および市区町村を入力し実行するとEBPM-GISが表示されるとい
う画面遷移だけが提示される．
また，ユーザは出力装置に提示されるEBPM-GISを通して自身が対象としたいデータ項
目に因果関係のあるデータにはどのようなものがあるか，それらを用いてDEAを行った結
果の評価値や入出力の改善案，改善のために参考とすべき市区町村とその重みはどのよう
であるか，対象としたいデータと因果関係を持つ施設はどのように分布しているかを受け
取ることができる．
ユーザは，これらのデータに対して切り替えや重ね合わせを用いることで考察を行い，政
策における意思決定を行う．どのように考察するかはユーザの自由であるが，現段階では
評価値によって自身の市区町村の現状を知り，周辺の市区町村との差などを」感覚的に理
解する．改善案や優れた市区町村をもとに目標を明確化する．そのうえで，重ね合わせ等
によって政策決定における新たな知見を得るという方法を想定している．
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第5章

数値実験並びに考察

§ 5.1 数値実験の概要
本研究における提案手法は，ユーザサイドでシステムを見た場合，フロントページで対
象のデータおよび市区町村を指定するとDEAの結果や地理情報が含まれたEBPM-GISが
表示されるという形になるが，サーバサイドでは 4.3節で述べたように 4つの段階を踏み，
その各段階でデータの編集や分析を行うことによってユーザに分析結果を提示するという
しくみになっている．
5章では，本研究における提案手法の有効性を示すために現在とある市区町村が抱えると
される問題を例として取り上げ，その問題に対して提案手法を適用する．そのうえで 4つ
の段階それぞれにおいてどのようなデータの編集・分析が行われたのかを各段階の操作後
に排出される結果を用いて示し，各結果に対する考察を行う．最後に，それらの結果およ
び最終的なEBPM-GISの表示内容をもとに取り上げた問題に対する解決策を考察すること
によって提案手法の有効性の検証とする．

取り上げるモデルケース

本実験では，問題を抱える地方自治体のモデルケースとして，富山県立大学工学キャンパ
スの所在である富山県射水市を取り上げる．当市は富山県の沿岸部中央付近に位置し，土
地面積 109.43km2，人口約 90,000人を有する市である．
また，現在の市域に至ったのは 2005年 11月で当時の新湊市，小杉町，大門町，大島町，

下村の 1市 3町 1村が合併することで射水市となった．そのため，富山県に占める土地面積
は比較的広大で前述の人口は富山市，高岡市に次ぐ県内 3位の値となっている．
以上のような特徴を持つ当市であるが，当市が抱える問題として最も深刻なものに人口

減少問題が挙げられる [22]．当市の人口は 2005年にピークを迎えて以来，年々減少してお
り，特に老年人口の増加に反比例して若年人口が減少することで少子高齢化に歯止めが利
かない状況となっている．20歳から 24歳までの若い世代の人口が他市町村へ流出，とりわ
け女性の転出の増加が原因の 1つと考えられる．2010年の国勢調査に基づく当市の推計人
口の推移を図 5.1，年少（15歳未満）・老年（65歳以上）人口割合の推移を図 5.2に示す．
国立社会保障・人口問題研究所が作成した当市における 2025年の推計人口は 86,535人
であり，統計上最多である 2005年の 94,209人から約 10%減少した値となっている．また，
1995年から 2010年にかけて老年人口割合が約 8%増加し，年少人口が約 3%減少している
ことから前述の少子高齢化が統計からも読み取れる．
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図 5.1: 射水市の推計人口 [23] 図 5.2: 年少・老年人口割合推移 [23]

以上の問題のうち，少子化に対して 2005年に「射水市次世代育成支援行動計画」を策定，
2007年には「射水市子ども条例」を制定した．また，これらの理念に基づき，子ども医療
費助成の中学校３年生までの拡大や第３子以降保育料の無料化，様々なニーズに応じた保
育サービスの実施，放課後児童クラブの拡充といった福祉，保健サービスを始め，子ども
の学び・育ちを支えるための学校教育の充実，子どもに関する相談体制の整備などの取り
組みを行った．
これらの取り組みは 2005年から 2022年現在も継続して行われており 2021年末における
人口が 91,783人と発表されていることから推計と比較して人口減少のペースは緩やかになっ
ていると考えられる．ただ，いまだ人口が減少傾向であることは変わらず，2020年 3月に
策定され，2021年 3月に改訂された「第 2期射水市まち・ひと・しごと創生総合戦略」[]に
おいても戦略全体の方向性として人口減少に対する対策が言及されている．このことから，
本研究における提案手法の有効性評価として，「今後，射水市の人口減少を食い止めるため
にはどういった政策を行うべきか」を対象とした数値実験を行うこととする．

数値実験のながれ

前述の問題に対してデータベース内のデータ項目のうち，最も関係があると考えられる
「年少人口 [割合]」をターゲットとして提案手法による分析を行う．また，対象とする市区
町村には射水市を選択する．
はじめに，これらの情報をフロントページを用いてシステムに送信し，「年少人口 [割合]」
をターゲット，観測変数をデータベース上に存在する全てのデータとしてDirect-LiNGAM

による因果探索を行う．因果探索の結果は図 4.3のような csv形式で示す．
次に，その csvに格納されているデータを入力・出力とし，対象DMUを射水市，DMU

の集合をデータベース上に存在する全ての市区町村とするDEAを行う．分析結果について
は評価値，入力・出力の改善案，入力指向モデルおよび出力指向モデルにおける参照集合
に属する市区町村名とそれらに対する重みを項目ごとに分けて 4つの csvで示す．
最後に，それらの csvファイルをもとに作成されたEBPM-GISにおける射水市のポップ
アップおよび参照集合に属する市区町村，射水市周辺の市区町村のポップアップを示し，そ
れらの結果を比較する．また，射水市と前述の市区町村の政策，特に因果探索によって因
果関係が示されたデータに関するものを比べることで射水市が年少人口を増大させ，少子
高齢化を食い止めていくためには今後どのような政策に取り組んでいくべきなのかを考察
することとする．

31



表 5.1: 「年少人口 [割合]」に対するDirect-LiNGAMの結果
データ項目 パス係数 データ項目 パス係数
施設数 [空港] 0.059 企業数 −0.006

衛生費 −0.019 商工費 −0.024

警察・消防費 −0.038 教育費 0.017

住宅用土地平均取引価格 −0.043 生産年齢人口 0.249

老年人口 −0.559

§ 5.2 実験結果と考察
5.1節で述べた通り，富山県射水市が抱える少子高齢化問題に対して今後どのような政策
に取り組んでいけばよいかを模索するというモデルケースを想定して本研究の提案手法を
用いた意思決定の支援を行うという数値実験を行った．その結果を 4.3節で述べた 4つの
Stepのうち，Step2から Step4における実行結果に基づいて示す．

統計データの選別・入出力への振り分け

因果探索の部分では，少子高齢化問題を解決するにあたってその値の増加が必要である
と考えられるデータ項目である「年少人口 [割合]」をターゲットとしてデータベース内の
データ間における因果関係をDirect-LiNGAMを用いてもとめる．「年少人口 [割合]」とは，
各市区町村における人口全体のうち，年少（15歳未満）の人口が占める割合のことである．
Direct-LiNGAMによってもとめられたパス係数行列の中で「年少人口 [割合]」に対する
パス係数が 0ではないものの項目名とそのパス係数を表 5.1に示す．また，結果に基づく
DEAの入力・出力の項目を表 5.2に示す．
入力・出力の項目数はパス係数の大きいものから老年人口，住宅用土地平均取引価格，警
察費・消防費を含む 6つの入力と生産年齢人口，施設数 [空港]，教育費の 3つの出力となっ
た．本実験で用いたデータベースには老年人口，生産年齢人口，年少人口と 3つの区分に
おける人口割合が含まれる．これらのデータは割合のためお互いに作用しあうということ
から老年人口，生産年齢人口から因果関係が示されたのは妥当と考えることができる．
そのうえで，老年人口が入力，生産年齢人口が出力に振り分けられたのは年少人口の親
世代が生産年齢人口にあたるためと考えられる．また，生産年齢人口を増やそうと考えた
際に住宅用の土地の取引価格が低いほうがよいというのは容易に想像できる．教育費が出
力に振り分けられたのも同様の理由が考えられ，安心して育児・教育に取り組める環境が
ある場合に年少人口が増加すると考えられる．
逆に空港の施設数や警察費・消防費から因果関係が示されたこと，企業数が入力に振り
分けられたことなどは直接的な要因が想像しづらく，こういった項目が分析によって導き
出されることで新たな発見につながることが本研究における有意性の 1つといえる．

DEAによる評価値と入力・出力改善案の算出

DEAの部分では，前述の因果探索における結果を入力・出力としてDEAを行い，射水
市における評価値，入力・出力改善案，参照集合に属する市区町村名とそれらにかかるウェ

32



表 5.2: DEAの入力・出力一覧

図 5.3: 入力データと出力データ

表 5.3: 元データと改善案の比較

表 5.4: 参照の市区町村とウェイト

イトおよび全国の市区町村における評価値を算出する．DEAに用いた入力・出力が格納さ
れている csvファイルの中身を 5.3に示す．また，射水市の合計 10項目ある入力・出力の
それぞれに対する元のデータと改善案との比較を 5.3，入力指向モデルおよび出力指向モデ
ルにおける参照集合に属する市区町村名とそれらにかかるウェイトを 5.4に示す．
各表に示した値の考察を行う上での前提として，射水市の評価値は 0.852であった．5.3

を見ると，因果探索においてパス係数が正であった項目は元のデータより改善案が大きく，
負であった項目は元データより改善案が小さくなっていることが分かる．
本実験で対象としている年少人口は増加が望まれており，正の因果を持つ項目の数値の
増加と負の因果を持つ項目の数値の減少によって年少人口の数値の増加が望めるので妥当
な改善値であるといえる．逆に，犯罪率などを対象とする際は，対象データ自体を現状さ
せることが望まれるので，DEAの分子と分母を逆にする処理が必要である．
入力・出力の改善案に関して詳細な値を見てみると入力の改善案が負の値をとっている
ことがある．これは正規化されたデータを用いてDEAを行い，その結果を逆変換した値を
改善案としてアウトプットしているためである．そこで，本研究ではこれらの値を絶対的
なものではなく改善のための尺度ととらえることで目安として実現可能な範囲で政策決定
における意思決定を行うものと考える．
また，参照集合には山形県東置賜郡川西町，長野県北佐久郡御代田町，滋賀県米原市，同
県蒲生郡日野町が含まれており，川西町がとりわけ高くなっている．これらのことから，川
西町をはじめとした参照集合に属する市町村での取り組みなどを参考にしつつ，目的別の
歳出額の調整や住宅用の土地取引に関する補助金などのしくみを作っていくことが年少人
口の増加につながると考察できる．
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第6章

おわりに

本研究では，市区町村単位の自治体におけるEBPMの支援を目的として，政策に関する
意思決定のためのデータ収集および分析を行う手法を提案した．まず，不特定多数のオー
プンデータを用いることで，政策の対象によって収集するデータが偏ることを防ぎ，その
中から LiNGAMによって対象と因果関係があるデータを選別した．
次に，因果関係が示されたデータのうち，対象のデータに対してパスを持つデータをパ

スの正負に着目しながら二つのグループに分けることによって，DEAの入力・出力とした．
そして，DEAのCCRモデルを用いて各自治体における評価値および入力・出力の改善案
を算出することによって，対象の自治体における現状を評価し，現状以上に優れた運営を
行うためには入力・出力をどのように変化させればよいかを分析した．また，参照集合に
属する市区町村とそれらにかかるウェイトを提示することで入力・出力を改善するうえで
参考とすべき自治体を示した．
最後に，それらの結果に基づいてデータのフィードバックを行う EBPM-GISを作成し，

各自治体における評価値と対象の自治体に関しては，入力・出力の改善値，参照集合に属
する市区町村名とそれぞれに対する重みを地図上にプロットした．また，LiNGAMによっ
て因果関係が示されたデータのうち，位置情報に紐づくものに関してはマーカークラスタ
を用いて位置情報をプロットしたレイヤーを作成することでDEAによる分析結果との重ね
合わせを可能にし，データフュージョンによるさらなる知見の発見を可能にした．
今後の課題としては，データベース内のデータの拡充，因果探索およびDEAにおけるモ

デルや分析手法の深化などが挙げられる．本研究で取り上げた課題である政策決定におけ
る問題の複雑性の性質上，分析に用いるデータの集合は多種多様かつ多量であるほど課題
解決に有意義な結果が得られることが考えられる．そのため，実際の政策決定で用いる際
には本研究で扱ったデータベースからデータ量を大幅に増加させる必要があると考える．
また，本研究で用いた分析手法は因果探索やDEAにおける基本的なモデルであるため，

多様な問題やデータに対応するためにはそれらによりフィットした分析手法やモデルについ
ての議論が必要であると考える．特に，因果探索においてはどの程度のパス係数までを有
意として因果関係を認めるかなど今後発展の余地が残されている．
今後の展望としては，本研究で扱ったような自治体における政策決定への適用だけでな

く，社会活動を行う上で頻繁に遭遇する対象が複雑な問題やデータ分析に際してデータ群
の全容が確定していない問題に対して本研究における提案手法を応用していくことも考え
られる．
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